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１ 法人の概要 

 

1-1 建学の精神 

本学院は、1954 年（昭和 29 年）に創設者故「水野𨥦子(としこ)」名誉学院長の献身的

な努力により設立されました。滝子幼児園（現在の滝子幼稚園）を母体として設置された

本学院は、その後、名古屋自由学院幼稚園教員養成所（後の名古屋芸術大学保育専門学校

で 2022 年（令和 4 年）3 月 31 日廃止）、名古屋自由学院短期大学（後の名古屋芸術大学

短期大学部で 2008 年（平成 20 年）7 月 31 日廃止）、同付属第二幼稚園（現在の名古屋芸

術大学附属クリエ幼稚園）、名古屋芸術大学、同大学院の開設等、飛躍的な発展を遂げて

きました。しかし、保育の現場において保護者のニーズ、保育者に求められる資質・能力

が多様化してきたことに伴い、名古屋芸術大学短期大学部保育科を発展的に改組し、2007

年（平成 19 年）4 月に名古屋芸術大学の中に小学校教諭、幼稚園教諭及び保育士養成を目

指した人間発達学部子ども発達学科（現在の教育学部子ども学科）を設置しました。この

ことにより 2008 年（平成 20 年）3 月、名古屋芸術大学短期大学部は 45 年の歴史に幕を

閉じることとなりましたが、同短期大学部の精神は教育学部に引き継がれています。 

本学院は、創設当初から「至誠奉仕」を建学の精神として掲げ、心豊かな人間の育成に

努めてきました。これまでに多くの卒業生が社会の各分野において立派に活躍し、高い評

価を得ております。現在も創設時の精神を引き継ぎ、芸術及び教育・保育の分野において

広く社会に貢献する人材の育成に努めています。 

人間が人間として育つための基本的な条件である自由が、「自由学院」の自由でありま

す。自由でのびやかな環境の中で、一人ひとりの学生が生き生きと学ぶ学院でありたいと

今後の発展を念願しています。 

 

【理 念】 

本学院の建学の精神「至誠奉仕」は、傘下の各学校に受け継がれ、人間性の不断の陶冶と

社会の要請に応えられる豊かな感性と創造力に富んだ人材の育成をもって、学院各校共通

の教育理念としています。 

 

【特 色】 

卒業生が実社会で存分に活躍できるよう、実技・実習を重視し、表現力や創造性の開発に

力点をおいたカリキュラム・指導法が学院各校共通の特色です。 

 

【指導方針】 

教員は、学生との信頼関係を大切にし、学生の主体性・可能性を尊重し、能力・適性等を

総合的に把握し、指導の成果等については、常時点検と評価を実施し、指導法の改善に努

めています。
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1-2 学校法人の沿革（概要）等 

 

年 月 日 概 要 －学校法人・学校・学部・学科・課程等の新増設等－ 

昭和 27 年 4 月 1 日 名古屋市昭和区永金町一丁目１番地に「滝子幼児園」を開設 

昭和 28 年 3 月 31 日 「滝子幼児園」を「滝子幼稚園」に変更設置認可（収容定員

310 人） 

昭和 28 年 4 月 1 日 「滝子幼稚園」開設（収容定員 310 人） 

昭和 29年 11月 22日 
｢学校法人自由学院｣設立認可、理事長「水野𨥦子

と し こ

」就任 

昭和 32 年 5 月 1 日 ｢学校法人自由学院｣の名称を「学校法人名古屋自由学院」に変

更認可 

昭和 33 年 4 月 1 日 名古屋市昭和区永金町一丁目 1 番地に「名古屋自由学院幼稚園

教員養成所」開設 

昭和 33 年 5 月 31 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」は、幼稚園教員を養成す

る機関として文部大臣の指定を受ける 

昭和 34 年 2 月 4 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」は、保母を養成する施設

として厚生大臣の指定を受ける 

昭和 38 年 4 月 1 日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学」

を開設（入学定員〈保育科 50 人〉） 

昭和 41 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「文科」開設 

（入学定員 100 人〈国文専攻 50 人・英文専攻 50 人〉） 

昭和 42 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」開設（入学定員 50 人） 

昭和 43 年 4 月 1 日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学付

属第二幼稚園」を開設（収容定員 240 人） 

昭和 43 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学

則変更認可（入学定員 100 人） 

昭和 43 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」開設（入学定員 20 人） 

昭和 45 年 4 月 1 日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄及び同郡西春町徳重に「名古屋

芸術大学」開設 

（入学定員 音楽学部 70 人 〈声楽科 10 人・器楽科 25 人・音

楽教育学科 35 人〉） 

（入学定員 美術学部 80 人〈絵画科 30 人・彫刻科 10 人・デザ

イン科 40 人〉） 
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昭和 48 年 2 月 6 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」の名称を「名古屋保育専

門学校」に変更認可 

昭和 48 年 2 月 6 日 「名古屋保育専門学校」は、幼稚園教員を養成する機関として

文部大臣の指定を受ける 

昭和 48 年 3 月 29 日 「名古屋保育専門学校」は、保母を養成する施設として厚生大

臣の指定を受ける 

昭和 48 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」廃止 

昭和 49 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科」開設（入学定員 50 人） 

昭和 49年 12月 25日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」の収容定員の増加に係る学

則変更認可 

（入学定員 80 人〈器楽専攻 55 人・声楽専攻 25 人〉） 

昭和 49年 12月 25日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 音楽学部 110 人〈声楽科 15 人・器楽科 35 人・音

楽教育学科 60 人〉） 

（入学定員 美術学部 120 人〈絵画科 45 人・彫刻科 15 人・デ

ザイン科 60 人〉） 

昭和 52 年 3 月 1 日 「各種学校名古屋保育専門学校」を「専修学校名古屋保育専門

学校」（教育専門課程）に切替認可 

昭和 53 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」開設（入学定員

50 人） 

昭和 53年 12月 25日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学

則変更認可（入学定員 150 人） 

昭和 57 年 4 月 1 日 名古屋保育専門学校「保育科幼稚園教員・保母専攻コース第 1

部（昼間）」開設（入学定員 50 人） 

昭和 60 年 3 月 31 日 「滝子幼稚園」の収容定員の減少に係る園則変更認可（収容定

員 200 人） 

昭和 60 年 3 月 31 日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の収容定員の減少

に係る園則変更認可（収容定員 160 人） 

昭和 60年 12月 25日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 音楽学部 160 人〈声楽科 30 人・器楽科 60 人・音

楽教育学科 70 人〉） 

（入学定員 美術学部 180 人〈絵画科 70 人・彫刻科 20 人・デ

ザイン科 90 人〉） 

平成元年 3 月 31 日 
学校法人名古屋自由学院理事長「水野𨥦子

と し こ

」辞任 
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平成元年 4 月 1 日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村科子」就任 

平成 3 年 12 月 20 日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則

の変更認可 

（器楽科 15 人・絵画科 10 人・彫刻科 5 人・デザイン科 25 人） 

（期間 平成 4 年 4 月 1 日から平成 9 年 3 月 31 日まで） 

平成 6 年 12 月 21 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（第 3 年次編入学定員 音楽学部 15 人〈声楽科３人・器楽科 5

人・音楽教育学科 7 人〉） 

（第 3 年次編入学定員 美術学部 20 人〈絵画科 10 人・デザイ

ン科 10 人〉） 

平成 7 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院美術研究科造形専攻｣修士課程開設（入

学定員 10 人） 

平成 8 年 12 月 19 日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則

の変更認可 

（器楽科 15 人・絵画科 10 人・彫刻科 5 人・デザイン科 25 人） 

（期間 平成 9 年 4 月１日から平成 12 年 3 月 31 日まで） 

平成 9 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科声楽専攻」及び「器楽専攻｣

修士課程開設（入学定員 声楽専攻 5 人・器楽専攻 6 人） 

平成 11 年 3 月 1 日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学

校」に変更し、介護福祉士を養成する施設として厚生大臣の指

定を受ける 

平成 11 年 4 月 1 日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学

校」に変更し、介護福祉科（教育・社会福祉専門課程）を開設

（入学定員 80 人） 

平成 11 年 4 月 1 日 名古屋保育専門学校「保育科第二部（幼稚園教員専攻コー

ス）」の廃止 

平成 11 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」の学生募集停止 

平成 11 年 7 月 28 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（音楽学部 声楽科 50 人・器楽科 85 人） 
 

（美術学部 絵画科 80 人・彫刻科 50 人・デザイン科 175 人） 

平成 11 年 7 月 28 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の減少に係る学則変更認可（音

楽教育学科 50 人） 

平成 12 年 3 月 30 日 「名古屋保育・福祉専門学校」は、幼稚園教員養成機関として

文部大臣の指定を受ける 
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平成 12 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専

攻課程」の学生募集を停止し、「音楽科」として学生募集を行

う 

平成 12 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」及び「児童教育

科」の学生募集停止 

平成 12 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育科」及び「音楽科」を男女共学

とする 

平成 12 年 5 月 24 日 「名古屋自由学院短期大学音楽科」の収容定員の減少に係る学

則変更認可（入学定員 50 人） 

平成 12 年 8 月 15 日 名古屋芸術大学美術学部「彫刻科」の名称を「造形科」に変更

認可 

平成 12 年 8 月 15 日 「名古屋自由学院短期大学」の名称を｢名古屋芸術大学短期大学

部｣に変更認可 

平成 12 年 8 月 15 日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の名称を「名古屋

芸術大学附属クリエ幼稚園」に変更認可 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」廃止 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専

攻課程」廃止 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学短期大学部「児童教育科」及び「児童教育科第

二部」廃止 

平成 13 年 4 月 1 日 ①名古屋芸術大学「美術学部彫刻科」を「美術学部造形科」に

施行 

②「名古屋自由学院短期大学」を「名古屋芸術大学短期大学

部」に施行 

③「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」を「名古屋芸術

大学附属クリエ幼稚園」に施行 

平成 13 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「音楽文化応用学科」及び美術学部

「美術文化学科」開設（入学定員〈音楽文化応用学科 50 人・美

術文化学科 30 人〉） 

平成 13 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学短期大学部文科「国文専攻課程」の募集停止 

平成 14 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学短期大学部「文科」廃止 

平成 14 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「デザイン学部デザイン学科」開設 

（入学定員 175 人 第 3 年次編入学定員 10 人） 

平成 14 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」の学生募集停止 

（ただし、3 年次編入学は平成 16 年 4 月から学生募集停止） 
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平成 16 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科音楽学専攻修士課程」開設

（入学定員 8 人） 

平成 17 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」及び「音楽文化創造学

科」開設 

（入学定員 演奏学科 115 人、音楽文科創造学科 120 人） 

平成 17 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院デザイン研究科デザイン専攻修士課

程」開設（入学定員 10 人） 

平成 17 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」、「器楽科」、「音楽教育学科」

及び「音楽文化応用学科」の学生募集停止 

（ただし、3 年次編入学は平成 19 年 4 月から学生募集停止） 

平成 18 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」廃止 

平成 19 年 3 月 6 日 「名古屋芸術大学人間発達学部」は、指定保育士養成施設とし

て東海北陸厚生局長の指定を受ける 

平成 19 年 3 月 16 日 「名古屋芸術大学人間発達学部」は、教員の免許状授与の所要

資格を得させるための大学の学部等の課程として文部科学大臣

の認定を受ける 

（小学校教諭一種免許状及び幼稚園教諭一種免許状） 

平成 19 年 3 月 22 日 名古屋保育・福祉専門学校「介護福祉科」の入学定員の減少に

係る学則変更承認（入学定員 40 人） 

平成 19 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「人間発達学部子ども発達学科」開設 

（入学定員 140 人 第 3 年次編入学定員 10 人） 

平成 19 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学短期大学部「保育科」及び「音楽科」の学生募

集停止 

平成 20 年 3 月 31 日 「名古屋芸術大学短期大学部」閉校 

平成 20 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」、「器楽科」、「音楽教育学科」

及び「音楽文化応用学科」廃止 

平成 20 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「美術学科」開設（入学定員 160 人） 

平成 20 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」、「造形科」及び「美術文化学

科」の学生募集停止（ただし、3 年次編入学は平成 22 年 4 月か

ら学生募集停止） 

平成 22 年 3 月 31 日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村科子」辞任 

平成 22 年 4 月 1 日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村大介」就任 

平成 23 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院人間発達学研究科子ども発達学専攻修

士課程」開設（入学定員 10 人） 
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平成 23 年 4 月 1 日 「名古屋保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保育・福祉

専門学校」に名称変更 

平成 24 年 4 月 1 日 「名古屋芸術大学 栄サテライト」開設 

平成 25 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」廃止 

平成 26 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「造形科」及び「美術文化学科」廃止 

平成 26 年 6 月 12 日 

 

 

「名古屋芸術大学」の入学定員の減少に係る学則変更届出 

（入学定員 音楽学部 150 人〈演奏科 60 人・音楽文化創造学科

90 人〉、美術学部美術学科 120 人） 

平成 26 年 8 月 1 日 

 

学校法人名古屋自由学院寄附行為の変更認可 

（理事定数：9 人、評議員定数：20 人） 

平成 27 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学保育・福祉専門学校「介護福祉科」廃止 

平成 27 年 4 月 1 日 

 

「名古屋芸術大学保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保

育専門学校」に名称変更 

平成 29 年 2 月 28 日 名古屋芸術大学保育専門学校「教育・社会福祉専門課程  保育

科」、「教育・社会福祉専門課程  保育科第二部」が職業実践

専門課程として文部科学大臣の認定を受ける 

平成 29 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学芸術学部「芸術学科」開設（入学定員 445 人） 

平成 29 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」、「音楽文化創造学

科」、美術学部「美術学科」及びデザイン学部「デザイン学

科」の学生募集停止（ただし、3 年次編入学は平成 31 年 4 月か

ら学生募集停止） 

平成 29 年 9 月 29 日 「名古屋芸術大学地域交流センター」を名古屋市納屋橋に開設 

令和 2 年 3 月 31 日 「名古屋芸術大学地域交流センター」閉鎖 

令和 2 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「留学生別科」開設（入学定員 1 年課程 20

人・2 年課程 20 人） 

令和 2 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学保育専門学校「保育科」、「保育科（第二

部）」の学生募集停止 

令和 2 年 10 月 1 日 学院事務組織を改編 

令和 4 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」、「音楽文化創造学科」

廃止 

令和 4 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学保育専門学校「保育科」、「保育科第二部」廃

止 

令和 4 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「人間発達学部子ども発達学科」を「教育学部

子ども学科」に名称変更 
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1-3 設置する学校・学部・学科等（令和 4 年 5 月 1 日現在） 

 

１ 名古屋芸術大学大学院 

  音楽研究科     声楽専攻（修士課程） 

            器楽専攻（修士課程） 

            音楽学専攻（修士課程） 

  美術研究科     美術専攻（修士課程） 

  デザイン研究科   デザイン専攻（修士課程） 

  人間発達学研究科  子ども発達学専攻（修士課程） 

２ 名古屋芸術大学 

  美術学部     美術学科 

  デザイン学部   デザイン学科 

  芸術学部      芸術学科 

  教育学部   子ども学科 

  留学生別科 

３ 滝子幼稚園 

４ 名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園
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1-4 事務組織図（令和 4 年 5 月 1 日現在） 

名古屋芸術大学附属
クリエ幼稚園

事務室（クリエ）

（大学院・学部）

地域交流センター

教務学生生活センター

FD推進センター

アート＆デザインセンター

技術センター

メディア教育センター

名古屋芸術大学
子ども

コミュニティセンター

滝子幼稚園 事務室（滝幼）

理事会 理事長 キャリアセンター

評議員会 監査室 生涯学習センター

国際交流センター

教育研究支援チーム

経営本部

学生支援チーム

地域・社会連携部 産官学連携・知財チーム

附属図書館
演奏・ギャラリー事業

チーム

監事 法務・リスク管理室

社会貢献支援・ネット
ワークチーム

学生募集チーム

常任理事会

国際交流チーム

経営・戦略企画担当

学務部 教務チーム

広報部 ブランディングチーム

業務部 総務チーム

財務・経理チーム

人事チーム

幼稚園運営チーム
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1-5 当該学校・学部・学科等の入学定員、学生数の状況 

 

 入学定員 ３年次

編入学

定員 

収容定員 

 

現  員 

(令和 4 年 5 月 1 日現在) 

名古屋芸術大学大学院 

 音楽研究科 

 美術研究科 

 デザイン研究科 

 人間発達学研究科 

     

      19 

      10 

   10 

   10 

 

  － 

  － 

  － 

  － 

 

     38 

     20 

   20 

   20 

 

        19 

        36 

        38 

         5 

    合    計       49   －      98         98 

名古屋芸術大学 

 美術学部美術学科 

 デザイン学部デザイン学科 

 芸術学部芸術学科 

  教育学部子ども学科 

 

      － 

      －  

485 

    100 

 

    － 

    －  

   35 

   10 

 

－      

－      

1,930 

500   

 

        2 

        1 

2,098    

200 

    合    計      585    45   2,430      2,301 

 留学生別科 
 

1 年課程 20 

2 年課程 20 

－ 

－ 

20 

40 

6 

37 

合    計     40 － 60 43 

滝子幼稚園    －    

－ 

    200        201 

名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園    －   －     160        181 
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1-6 役員・教職員の概要（令和 4 年 5 月 1 日現在） 

 

 (1)役員並びに評議員の定員及び現員  

   理 事（定員 9 名 現員 9 名） 

   監 事（定員  2 名 現員 2 名） 

   評議員（定員 20 名 現員 20 名） 

 

 (2)教職員（主な役職者名） 

   学校法人名古屋自由学院長・理事長 

     川 村 大 介 

   名古屋芸術大学長 

     竹 本 義 明 

   滝子幼稚園長 

     髙御堂 勝 久 

   名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園長 

     髙御堂 勝 久 

   学校法人名古屋自由学院経営本部長 

     濱 田 誠 

 

 (3)教職員数 

   ①教員 

   名古屋芸術大学（教授 45 名 准教授 36 名 講師 17 名 助教 1 名 非常勤講師 370 名） 

   滝子幼稚園（専任教諭 10 名 非常勤教諭 5 名） 

   クリエ幼稚園（専任教 8 名 非常勤教諭 3 名） 

 

   ②事務職員及び技術職員 

   事務職員（50 名）  

   技術職員（ 7 名）
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2 事業の概要 

 

1 名古屋芸術大学 

 

 地域連携の充実 

自治体、公共団体等との連携 

周辺の地域に対して、本学が有するリソ

ースを活用し芸術文化の発展に寄与すべく、

次の事項を始めとして複数の事業を実施し

た。 

① あいち市町村フェアへの出演 

愛知県長久手市の愛・地球博記念公園

にて 11 月に開催された愛知県政 150 周

年連携イベント「あいち市町村フェア」に

北名古屋市の代表として参加した。ウイ

ンドオーケストラ、学生ユニットと声優

でもある本学客員教授とともにトークシ

ョウ、ミニコンサートのパフォーマンス

を実施した。ジブリパーク開園に花を添

える形になり、来場者から好評をいただ

いた。 

② 飛騨春慶弦楽器育成・活用業務の実施 

岐阜県高山市の所有する楽器の育成・

調整、弾き込みの実施及び育成報告書を

提出した。活用に関して、市内演奏会の実

施、演奏者の手配、調整を実施した。 

③ 高山市子ども夢創造事業「わたしも一日

芸大生」の実施 

本学教員等が講師として高山市内の小

中学校を対象に文化芸術へ親しむための

無料体験講座「日本画」「デザイン」を実

施した。 

④ 国際芸術祭「あいち 2022」への参加 

工芸分野のデザイン及び美術の 2 領域

3 コースが、愛知県一宮市にある「いちの

みや芸術商店街」に参加した。一宮本町商

店街のアーケードに尾州織物の廃棄素材

を使った作品 40 点、駅前ビルに約 200 個

の木箱を組み合わせた「ＢＯＸアート」を

はじめとし、駅前から商店街全体を展示

会場とした。伝統技術を踏まえつつも自

由な発想で制作された作品によって地域

の伝統産業の PR に大きく貢献した。 

⑤ 岐阜県多治見市モザイクタイルミュー

ジアムデイスプレイ計画 

タイルの新たな魅力を模索・展開する

ため、モザイクタイルミュージアム、岐阜

県多治見市タイル産業関係者、本学が連

携し企画展として作品を制作、関係者を

招いてお披露目会を実施した。次年度以

降も継続していく事業となった。 

 

産学官連携・社会貢献の充実 

地域社会における活動の実施 

名古屋芸術大学の多彩な教育文化活動の

成果を社会貢献に活かし、次の連携事業を

始めとする多くの連携事業を実施して社会

的還元を進めた。 

① 古川美術館デザインプロデュース地域

プロジェクト 

デザイン・美術を工芸の観点から地域

の産業と人をつなげ生活を豊かにするも

のを考え制作するというコンセプトに基

づき、ミュージアムショップで販売する

グッズのデザインプロデュースを実施し

た。バラエティに富むアイデアがあり、好

評につき試作品を美術館の特別展示に併

せて展示していただけることになった。 
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② カーディーラーのショールームディス

プレイを制作 

芸術学部デザイン領域と株式会社オダ

タイヤ、トヨタカローラ愛豊株式会社が

共同し、「カーディーラーのショールーム

ディスプレイ」を実施した。店舗とクルマ

のイメージと購買層を想定し、販売店を

訪れ店舗で働く方々にも提案を見て貰っ

た。提案の結果、「店舗を含む地域のジオ

ラマ」を題材にしたディスプレイの案が

採用され、ショールームにて、実車ととも

に展示された。 

③ ららぽーと名古屋みなとアクルス「名

古屋みなと蔦屋書店」のクリスマス店

内装飾制作 

本学の産学連携に注目していた蔦屋書

店から、本学に対して、店内装飾を一般的

な施工業者と異なる視点による制作依頼

があった。芸術学部美術領域の学生が蔦

屋書店担当者と協議を重ね、学生らしい

発想で装飾を制作し、来店客からその様

子を多数の SNS で発信される等、クリス

マス期間中、雰囲気ある空間を作り、依頼

者から高い評価を得た。 

④ OKB テラッセ納屋橋支店内における

デジタルサイネージコンテンツ制作 

大垣共立銀行納屋橋支店に設置されて

いるマルチデイスプレイ用の映像を制作

した。芸術学部デザイン領域メディアコ

ミュニケーションデザインコースが制作

した。現地を調査してコンテンツを作り、

先方の要望に沿うことが重要であること

を学生が実感する良い機会となっている。 

 

事務職員研修の充実 

SD 研修の実施 

「名古屋自由学院事務職員研修規程」に

基づき、次の研修を実施した。 

全体研修 

① DX（デジタルトランスフォーメーション）

とは？(学院における DXを考える) 

② 広報部の取り組み紹介と 2023 年度入試

について 

③ 自衛隊から学ぶ危機管理 

④ ストレス軽減とセルフケアを行えるス

キルを身につける 

 

２ 滝子幼稚園

 

園公開活動の充実 

広報の充実 

 創立 70 周年を記念事業として、航空写真

の撮影及び記念リーフレット、ファイルを

作成し、保護者等へ配付した。また、ホーム

ページのリニューアルを実施した。ホーム

ページではブログもスタートし、滝子幼稚

園の日々の保育の様子をより多くの方に伝

えていけるようになった。 

 

未就園児親子教室 

未就園家庭の支援 

乳児を子育てしている近隣の家庭に対す

る子育て支援及び幼稚園の教育方針、園の

様子の情宣という 2 つの目的で未就園児親

子教室を実施した。令和 4 年度は０・１・

２歳児クラス、満 3 歳児クラスの２教室を

年間 12 回計画し、新型コロナウィルスの感

染拡大の状況を踏まえて、年間 11 回実施す

ることができた。参加登録者は 174 名で、

そのうち満３歳児クラスから 59 名の入園
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が決定した。 

 

教育評価 

幼稚園関係者、第三者による教育評価の実

施 

保護者と教職員による令和４年度の教育

評価を実施し、結果をまとめた。アドバイザ

ー会議の外部委員に報告する予定であった

が、令和４年度も新型コロナウィルスの感

染拡大の状況を踏まえて、実施できなかっ

たので、令和５年度の第１回アドバイザー

会議で意見をいただき、今後の保育・教育活

動に活かしていく。 

 

保育支援の充実 

特別支援教育の充実 

特別な支援を必要とする園児７人に対し

て、引き続き次のことを実施した。 

① 特別支援担当保育補助員 1 人の配置 

② 幼稚園連盟主催の巡回指導の実施 

③ 臨床心理士による保育者との面談の実 

施 

 

 

３ 名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園 

 

保育実践研究 

研修の充実 

園内研修を 10 回実施、6 人の担任の実践

検討会を 1 回実施した。 

研究紀要の発行 

1 年間の保育実践研究の成果を「研究紀

要第 10 号」として発刊した。 

 

保育支援の強化 

個別記録の活用 

担任が日々個人記録を取り、保育に生か

すようにして、園児一人一人の個性や実態

をとらえる力を高めた。 

特別支援教育の充実 

特別支援教育を専門とする先生を招いて、

保育の様子を見ていただき、子ども本人の

困りに応じた支援の方法を教示していただ

いたり、保護者との面談を行ったりした。 

外部支援機関と連携したり、園として個

別相談を行ったりするなど、支援を必要と

する子どもと保護者を支援する体制の充実

を図った。 

 

子育て支援の充実 

在園児保護者の相談体制の充実 

在園児保護者からの相談に対して、その

内容によって担任、教頭、園長が対応する体

制を整えている。 

保護者の園活動参加の推進 

保護者が園活動に主体的に参加できるよ

うに「サポーターズ（保育活動ボランティ

ア）」の機会を設けている。 

未就園児家庭の支援 

未就園家庭を集めて「ひよこ組」を開設、

年間 11 回活動した。 

 

地域貢献 

学校教育活動への協力 

名芸大及び希望する他大学・専門学校か

ら教育実習生を受け入れた。 

学生の保育体験・研究活動の受け入れ 

名芸大生の自主保育活動（ボランティ

ア）・基礎実習・授業やゼミでの保育活動体
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験・卒業研究の協力などで、学生の教育・研

究活動を受け入れた。 

 

 

※詳細は、別添の「令和 4 年度事業計画報告書」を参照
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3 財務の概要 

 

「学校法人会計基準」に定められた計算書には資金収支計算書、事業活動収支計算書およ

び貸借対照表の３種類があります。 

 「資金収支計算書」は、当該年度の教育研究等の諸活動に対応するすべての収入・支出の

内容および支払資金(現金・預貯金)のてん末を明らかにします。お金の動きをすべて網羅し

た計算書(いわゆる、キャッシュフロー)であるため、収入には借入金収入、前受金収入、貸

付金回収収入等が含まれ、支出では借入金返済支出、資産運用支出、貸付金支払支出等が含

まれます。 

 「事業活動収支計算書」は、当該年度の活動に対応する事業活動収入および事業活動支出

の内容を明らかにするとともに、基本金に組み入れる額を控除したすべての事業活動収入

および事業活動支出の均衡状態が保たれているかどうかを示し、これによって経営状態が

健全であるかどうかを判断することができます。また、学校法人の経営状況をよりわかりや

すくするために、「経常的な収支」と「臨時的な収支」に区分して示します。「経常的な収支」

は、本業である教育研究活動の収支を示す「教育活動収支」と、財務活動（資金調達・運用）

および収益事業に係る活動の収支を示す「教育活動外収支」に分かれます。「臨時的な収支」

は、特殊な要因によって一時的に発生する資産売却差額、資産処分差額、施設設備寄付金、

現物寄付、施設設備補助金などの臨時的な収支を対象とし、「特別収支」と表示します。こ

の計算書には「基本金組入額」という学校法人会計特有の名称が出てきます。「基本金」と

は、「学校法人が、その諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持す

るべきものとして、その事業活動収入のうちから組み入れた金額を基本金とする。」と規定

(学校法人会計基準 第 29 条)されています。 

収支計算書が一定の期間の各事業の総収支状況を示しているのに対して、「貸借対照表」

はある時点における資産、負債、純資産（基本金、繰越収支差額）の内容および残高を示し、

学校法人としての資産状態を明らかにしています。 

 

3-1 決算説明 

 令和 4 年度の事業活動収入は、前年度より 1126 百万円増の 5,174 百万円、事業活動支出

は、前年度より 764 百万円増の 4,473 百万円となり、基本金組入前当年度収支差額は前年

度より 362 百万円増の 701 百万円となりました。基本金組入額は前年度より 158 百万円増

の△324 百万円となり、当年度収支差額は 377 百万円となりました。前年度までの翌年度繰

越収支差額が△4,596 百万円であったため、翌年度に繰り越される繰越収支差額は基本金取

崩額 844 百万円を加味し△3,374 百万円となっています。 

 

(1)教育活動収支（経常的な収支）について 

 教育活動収入は対前年度比 381 百万円増の 4,392 百万円、教育活動支出は対前年度比 300
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百万円増の 3,949 百万円となり、教育活動収支差額は前年度から 81 百万円増加し、443 百

万円となりました。教育活動収支について特筆すべき点は、以下のとおりです。 

① 学生生徒等納付金収入は、定員充足率の改善により、対前年度比 288 百万円増の 3,707

百万円となりました。 

② 手数料収入は、対前年度比 1 百万円減の 24 百万円となりました。 

③ 寄付金収入は、特別寄付が 8 百万円増加したことなどにより、対前年度比 8 百万円増の

13 百万円となりました。 

④ 経常費等補助金収入は、対前年度比 4 百万円増の 365 百万円となりました。このうち国

庫補助金は、前年度同の 301 百万円となりました。地方公共団体補助金は、前年度から

4 百万円増加し 65 百万円となりました。 

⑤ 付随事業収入は、対前年度比 3 百万円増の 27 百万円となりました。このうち受託授業

収入は、新型コロナウィルス感染症の小康化に伴い前年度から 6 百万円増加しました。

補足給付費収入は、北名古屋市の幼児給食費無料化事業見直しにより前年度から 2 百万

円減少しました。 

⑥ 人件費支出は、対前年度比 83 百万円増の 2,185 百万円となりました。このうち教員人

件費は、新規採用者の雇用形態の見直しにより前年度から 29 百万円減少しました。退

職給与引当金繰入額は、前年度から 103 百万円増加しました。退職金は、前年度から 24

百万円減少しました。 

⑦ 教育研究経費及び管理経費支出は、対前年度比 217 百万円増の 1,764 百万円となりま

した。このうち光熱水費は、電力・ガス価格の高騰により前年度から 31 百万円増加し

ました。奨学費は、文科省の高等教育の修学支援新制度や学内の奨学金・学費減免制度

の利用拡大により前年度から 48 百万円増加しました。手数料は、教育学部ハワイ研修

の再開や長久手グラウンドの土地売却手数料などにより前年度から 68百万円増加しま

した。広告費は、「世界コスプレサミット 2022」や「中日ドラゴンズ」のオフィシャル

スポンサー協賛などにより 52 百万円増加しました。 

(2)教育活動外収支（経常的な収支）について 

 教育活動外収入は、受取利息・配当金収入が前年度から 2 百万円増加しました。また為替

差益が外貨換算により 1 百万円増加し、教育活動外収支差額は対前年度比 3 百万円増の 25

百万円となりました。 

(3)経常収支差額について 

 上述のとおり、教育活動収支差額は 443百万円、教育活動外収支差額は 25百万円となり、

経常収支差額は、前年度から 84 百万円増加し、468 百万円となりました。 

(4)特別収支（臨時的な収支）について 

 特別収入は対前年度比 742 百万円増の 756 百万円、特別支出は対前年度比 464 百万円増

の 524 百万円となり、特別収支差額は、前年度から 278 百万円増加し、232 百万円となり

ました。特別収支について特筆すべき点は、以下のとおりです。 
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① 資産売却収入は、長久手グラウンドの土地売却収入により 700 百万円となりました。 

② 資産処分差額は、長久手グラウンドの除却により土地処分差額が前年度から 495 百万円

増加したことなどにより、対前年度比 464 百万円増の 524 百万円となりました。 

事業活動収支総括表 (単位:百万円)

予算 決算 差異

教育活動収支 収入 学生生徒等納付金 3,567 3,707 △ 141

手数料 23 24 △ 2

寄付金 2 13 △ 11

経常費等補助金 329 365 △ 37

付随事業収入 27 27 0

雑収入 233 255 △ 22

教育活動収入計 4,181 4,392 △ 212

支出 人件費 2,227 2,185 42

教育研究経費 1,326 1,275 51

管理経費 537 489 47

徴収不能額等 0 0 0

教育活動支出計 4,089 3,949 140

教育活動収支差額 91 443 △ 352

教育活動外収支 収入 受取利息・配当金 19 24 △ 5

その他 0 1 △ 1

教育活動外収入計 19 25 △ 6

支出 借入金等利息 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 △ 0

教育活動外支出計 0 0 △ 0

教育活動外収支差額 19 25 △ 6

経常収支差額 110 468 △ 358

特別収支 収入 資産売却差額 205 0 205

その他の特別収入 56 756 △ 701

特別収入計 261 756 △ 495

支出 資産処分差額 10 524 △ 514

その他の特別支出 0 0 0

特別支出計 10 524 △ 514

特別収支差額 251 232 19

予備費 0 0 0

基本金組入前当年度収支差額 361 701 △ 340

基本金組入額合計 △ 278 △ 324 45

当年度収支差額 82 377 △ 294

前年度繰越収支差額 △ 5,837 △ 4,596 △ 1,242

基本金取崩額 0 844 △ 844

翌年度繰越収支差額 △ 5,755 △ 3,374 △ 2,381

事業活動収入計 4,460 5,174 △ 714

事業活動支出計 4,099 4,473 △ 374
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資金収支総括表 (単位：百万円)

予算 決算 差異

収入の部 学生生徒等納付金収入 3,567 3,707 △ 141

手数料収入 23 24 △ 2

寄付金収入 2 13 △ 11

補助金収入 385 421 △ 37

資産売却収入 205 700 △ 495

付随事業・収益事業収入 27 27 0

受取利息・配当金収入 19 24 △ 5

雑収入 220 243 △ 23

各種特定資産の取崩 29 29 0

前受金収入等 199 △ 117 316

前年度繰越支払資金 1,889 2,386 △ 497

合計 6,564 7,459 △ 895

支出の部 人件費支出 2,205 2,160 45

教育研究経費支出 957 913 44

管理経費支出 510 455 55

借入元利金支出 0 0 0

施設・設備関係支出 383 370 14

各種特定資産の積立 241 540 △ 299

預り金支出等 7 △ 40 47

翌年度繰越支払資金 2,261 3,061 △ 801

合計 6,564 7,459 △ 895
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3-2 貸借対照表の概要 

本年度末の有形固定資産は、長久手グラウンド売却による除却や減価償却などにより、対

前年度比 549 百万円の減少になりました。特定資産は前年度に引き続いて減価償却引当特

定資産の繰り入れのほか、施設設備引当特定資産に 200 百万円の新規繰り入れにより対前

年度比 207 百万円増加しました。その他の固定資産は、有価証券の取得などにより、対前

年度比 304 百万円増加、流動資産は、現預金や未収入金の増加などにより、対前年度比 802

百万円増加しました。これらの結果、資産の部合計では、対前年度比 763 百万円増の 17,500

百万円となりました。固定負債では、退職給与引当金の増加により、対前年度比 13 百万円

増の 1,178 百万円となりました。流動負債では、未払金が 47 百万円増加したことなどによ

り、対前年度比 50 百万円増の 1,073 百万円となりました。これらの結果、負債の部合計は

対前年度比 63 百万円増の 2,251 百万円、基本金は、324 百万円の組入れ及び 845 百万円の

取崩しを行い、18,624 百万円となりました。翌年度繰越収支差額は△3,374 百万円となりま

す。基本金と繰越収支差額を合算した純資産の部合計は、対前年度比 700 百万円増の 15,250

百万円となりました。 

貸借対照表(総括) (単位:百万円)

本年度末 前年度末 増減

資産の部

固定資産 14,197 14,236 △ 38

有形固定資産 10,445 10,994 △ 549

土地 3,576 4,071 △ 495

建物 5,498 5,548 △ 50

構築物 95 106 △ 10

その他の有形固定資産 1,275 1,268 7

特定資産 3,305 3,098 207

その他の固定資産 447 144 304

流動資産 3,303 2,502 802

現預金 3,061 2,386 675

その他の流動資産 242 116 127

資産の部合計 17,500 16,737 763

負債の部

固定負債 1,178 1,166 13

退職給与引当金 1,177 1,164 13

その他の固定負債 1 1 △ 0

流動負債 1,073 1,023 50

前受金 677 664 12

その他の流動負債 396 358 38

負債の部合計 2,251 2,188 63

純資産の部

基本金 18,624 19,145 △ 521

第1号基本金 17,836 18,357 △ 521

第3号基本金 500 500 0

第4号基本金 288 288 0

繰越収支差額 △ 3,374 △ 4,596 1,221

翌年度繰越収支差額 △ 3,374 △ 4,596 1,221

純資産の部合計 15,250 14,549 701

負債及び純資産の部合計 17,500 16,737 763  
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3-3 経年比較 

1.事業活動収支計算書 (単位:百万円)

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

教育活動収支

学生生徒等納付金 2,895 3,003 3,182 3,420 3,707

手数料 37 24 23 26 24

寄付金 16 13 13 5 13

経常費等補助金 275 246 329 362 365

付随事業収入 36 36 34 24 27

雑収入 486 552 423 175 255

教育活動収入計 3,745 3,874 4,005 4,012 4,392

人件費 2,501 2,631 2,387 2,102 2,185

（人件費比率） 66.5% 67.6% 59.3% 52.1% 49.5%

教育研究経費 1,037 1,125 1,266 1,215 1,275

（内減価償却額） 359 353 359 374 361

（教研経費比率） 27.6% 28.9% 31.5% 30.1% 28.9%

管理経費 504 484 427 332 489

（内減価償却額） 23 24 25 24 34

（管理経費比率） 13.4% 12.4% 10.6% 8.2% 11.1%

徴収不能額 0 0 0 0 0

教育活動支出計 4,042 4,241 4,080 3,649 3,949

教育活動収支差額 △ 298 △ 366 △ 75 363 443

教育活動外収支

受取利息・配当金 18 20 20 22 24

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 1

教育活動外収入計 18 20 20 22 25

借入金等利息 0 0 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0 0 0

教育活動外収支差額 18 20 20 22 25

経常収支差額 △ 280 △ 347 △ 55 385 468

特別収支

資産売却差額 5 0 0 0 0

その他の特別収入 14 8 68 14 756

特別収入計 19 8 69 14 756

資産処分差額 5 43 57 60 524

その他の特別支出 25 0 4 0 0

特別支出計 30 43 61 60 524

特別収支差額 △ 11 △ 35 8 △ 46 232

基本金組入前当年度収支差額C(A-B) △ 291 △ 382 △ 48 339 701

基本金組入額合計D △ 120 106 △ 470 △ 165 △ 324

当年度収支差額E(C+D) △ 411 △ 276 △ 518 174 377

前年度繰越収支差額F △ 3,912 △ 4,323 △ 4,599 △ 5,008 △ 4,596

基本金取崩額G 0 0 109 239 844

翌年度繰越収支差額H(E+F+G) △ 4,323 △ 4,599 △ 5,008 △ 4,596 △ 3,374

事業活動収入計A 3,781 3,902 4,093 4,048 5,174

事業活動支出計B 4,073 4,283 4,141 3,709 4,473
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2.資金収支計算書 (単位:百万円)

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

収入の部

10 学生生徒納付金収入 2,895 3,003 3,182 3,420 3,707

20 手数料収入 37 24 23 16 24

30 寄付金収入 16 12 12 5 13

40 補助金収入 286 254 396 375 421

60 資産売却収入 5 100 96 0 700

70 付随事業・収益事業収入 36 36 34 24 27

75 受取利息・配当金収入 18 20 20 22 24

80 雑収入 243 445 287 146 243

130 前受金収入 612 600 654 662 675

140 その他の収入 399 207 1,395 412 126

180 資金収入調整勘定 △ 733 △ 981 △ 893 △ 748 △ 888

190 前年度繰越支払資金 1,355 1,291 1,068 1,830 2,386

収入の部合計 5,168 5,010 6,273 6,164 7,459

支出の部

210 人件費支出 2,275 2,598 2,238 2,102 2,160

220 教育研究経費支出 679 772 902 841 913

230 管理経費支出 506 460 398 308 455

240 借入金等利息支出 0 0 0 0 0

270 借入金等返済支出 0 0 0 0 0

280 施設関係支出 145 182 339 187 292

290 設備関係支出 55 51 103 77 78

310 資産運用支出 3 165 222 172 540

320 その他の支出 564 359 644 405 325

370 資金支出調整勘定 △ 350 △ 645 △ 403 △ 313 △ 366

380 翌年度繰越支払資金 1,291 1,068 1,830 2,386 3,061

支出の部合計 5,168 5,010 6,273 6,164 7,459

3.貸借対照表 (単位:百万円)

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

資産の部

固定資産 15,391 15,253 14,354 14,236 14,197

流動資産 1,501 1,459 2,141 2,502 3,303

資産の部合計　 16,892 16,712 16,495 16,737 17,500

負債・基本金・純資産の部

固定負債 1,252 1,179 1,194 1,166 1,178

流動負債 1,001 1,275 1,091 1,023 1,073

負債の部合計　 2,253 2,454 2,285 2,188 2,251

基本金 18,963 18,857 19,218 19,145 18,624

繰越収支差額 △ 4,323 △ 4,599 △ 5,008 △ 4,596 △ 3,374

純資産の部合計　 14,639 14,258 14,210 14,549 15,250

負債及び純資産の部合計 16,892 16,712 16,495 16,737 17,500  
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4.財務比率 (単位:%)

平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

貸借対照表関係比率

1. 純資産構成比率

純資産/(総負債+純資産)

2. 繰越収支差額構成比率

繰越収支差額/(総負債+純資産)

3. 流動比率

流動資産/流動負債

4. 負債比率

総負債/純資産

5. 総負債比率

総負債/総資産

6. 有形固定資産構成比率

有形固定資産/総資産

7. 基本金比率

基本金/基本金要組入額

事業活動収支関係比率

1. 学生生徒等納付金比率

学生生徒等納付金/経常収入

2. 人件費比率

人件費/経常収入

3. 人件費依存率

人件費/学生生徒等納付金

4. 教育研究経費比率

教育研究経費/経常収入

5. 事業活動収支差額比率

基本金組入前当年度収支差額/事業活動収入

6. 基本金組入後収支比率

事業活動支出/(事業活動収入－基本金組入額)

△ 25.6 △ 27.5 △ 30.4 △ 19.3△ 27.5

86.7 85.3 86.1 87.186.9

15.4 17.2 16.1 14.815.0

150.0 114.4 196.1 308.0244.6

67.3 66.9 67.8 59.765.7

13.3 14.7 13.9 12.913.1

76.9 77.1 79.1 83.984.8

99.8 99.4 99.7 100.099.5

66.5

86.4

27.6

△ 7.7

111.2

59.3

75.0

31.5

△ 1.2

114.3

67.6

87.6

28.9

△ 9.8

106.9

49.5

58.9

28.9

13.5

92.2

52.1

61.5

30.1

8.4

95.5
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3-4 主な施設設備の整備状況 

(1) 校舎耐震補強工事、キャンパス内バリアフリー化、防災設備整備の推進 

対象となる校舎の耐震診断を平成 15・16 年度で実施し、平成 17 年度より３カ年計

画で耐震補強工事を実施しました。平成 20 年度から地震等の防災を想定した設備対策

を実施中。 

年度 所属 事業内容 

R4 芸大 

西キャンパス L 棟体育館天井撤去耐震改修工事 

耐震改修（非構造部材） 

 

 

西キャンパス U 棟 2 階天井撤去耐震改修工事 

耐震改修（非構造部材） 

 

R3 芸大 

東キャンパス 1 号館校舎硝子飛散防止フィルム改修工事 

耐震改修（非構造部材） 
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年度 所属 事業内容 

R2 芸大 

東キャンパス交流テラス(バリアフリー)  

 

1 号館南面外壁タイル落下防止浮き注入工事(非構造)  

 

31 
芸大 

滝幼 

1 号館北面・西面外壁タイル浮き注入工事 

 

北門フェンス・扉防犯対策 

30 芸大 

西キャンパス遊歩道整備 

 

1 号館東面外壁タイル浮き注入工事 

28 芸大 年式の古い火災感知器を確認灯付に更新 
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年度 所属 事業内容 

27 

 

芸大 

保専 

滝幼 

クリエ 

校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工(非構造部材耐震) 

X 棟･2 号館･クリエ園舎他 

 

 

保専 

本館･清雅館渡り廊下新設(バリアフリー) 

 

 

26 芸大 

西キャンパス A 棟天井耐震補強工事(非構造部材耐震)  

東キャンパス玄関自動ドア・スロープ･手摺･多目的トイレ改修

(バリアフリー) 
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年度 所属 事業内容 

25 
芸大 

滝幼 

3 号館講堂舞台照明設備落下防止(非構造部材耐震) 

 

 

滝子キャンパス渡り廊下（バリアフリー） 

 

24 芸大 

西キャンパス B・G 棟渡り廊下増築（バリアフリー） 

 

23 芸大 
西キャンパス B・G 棟耐震補強工事 

西キャンパス C・D・E・F 棟耐震補強工事 

22 

芸大 

全学 

芸大 

保専 

11 号館耐震補強工事･EV 耐震改修（４基） 

緊急地震速報システム構築（大学･専門学校･幼稚園） 

全校舎自動火災報知機集中管理整備 

尚友館耐震補強工事･EV 耐震改修 

21 芸大 
Ｋ棟身障者トイレ改修（バリアフリー） 

非常放送・避雷ユニット等防災設備改修 

20 芸大 

体育館大空間天井耐震補強工事 

8 号館身障者トイレ増設（バリアフリー） 

埋設ガス配管の耐震化 



28 

 

年度 所属 事業内容 

19 芸大 

8 号館耐震補強工事 

1 号館身障者対応エレベーター及びトイレ改修工事（バリアフ

リー） 

18 

芸大 A 棟･５号館耐震補強工事 

短大部 9 号館耐震補強工事 

保専 清雅館耐震補強工事 

17 

芸大 

H・K 棟・6 号館耐震補強工事 

G・U 棟渡り廊下増築（バリアフリー） 

 

 

H・K 棟エレベーター渡り廊下増築（バリアフリー） 

 

滝幼 北館耐震補強工事 

16 芸大 

X・G 棟渡り廊下増築（バリアフリー） 
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(2)学校隣接土地の取得等 

年度 所属 事業内容 面積（㎡） 

31 法人 東キャンパス新宮 110-1 屋外作品展示場取得 58.42 

30 芸大 西キャンパス神子前 29・30 学生用駐車場拡幅 744 

29 クリエ 園庭拡張取得 653 

28 芸大 東キャンパス古井 119 駐車場(運用財産)移行 1,068 

27 
芸大 

法人 

西キャンパス借地の返還 
西キャンパス隣接地取得 
名古屋市昭和区永金町 1-21-3(運用財産)処分 

2,578 
537 

175.14 

26 芸大 
西キャンパス校地取得 
西キャンパス駅前校地取得 

417.00 
1,301.28 

25 法人 
名古屋市昭和区広池町 15(運用財産)移行 
名古屋市昭和区永金町 1-32(運用財産)移行 

612.08 
91.09 

24 法人 
名古屋市昭和区汐見町(運用財産)処分 
北名古屋市熊之庄射矢重(運用財産)処分 

824.94 
1164.00 

23 法人 北名古屋市鍜治ケ一色（運用財産）処分 1,844.00 

19 滝幼 滝子キャンパス園地取得 244.28 

18 芸大 
東キャンパス校地取得 
西キャンパス校地取得 

503.00 
871.00 

16 芸大 東キャンパス校地取得 886.00 
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(3)地球温暖化対策として省エネルギー化の推進 

年度 所属 事業内容 

R4 芸大 

東キャンパス 1・12 号館・外構 LED 照明更新工事 

 

西キャンパスＵ・Ｚ棟・外構 LED 照明更新工事 

 

滝子キャンパス本館（滝子幼稚園）空調設備改修工事 

 

R3 芸大 

東キャンパス 2 号館空調・換気設備・3 号館熱源チラー設備 

2・3 階 4 部屋空調設備改修工事 
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年度 所属 事業内容 

R3 芸大 

東キャンパス 2 号館太陽光設置、3 号館高圧受電設備 

改修工事 

 

東キャンパス 1 号館 2 階図書室、5 階 旧 AV ライブラリー 

6 号館 LED 照明更新工事 

 

東キャンパス 7・9・10・11 号館 LED 照明更新工事 

 

西キャンパス C・D・I 棟 LED 照明更新工事 
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年度 所属 事業内容 

R2 

芸大 

東キャンパス 2・4・5 号館外灯 LED 照明更新工事 

 

 

西キャンパス A・B・E・G・K 棟 LED 照明更新工事 

 
 

クリエ 

園舎 LED 照明更新工事 

 

 

H31 芸大 

西キャンパス X 棟全館高効率空調機更新(人感センサー付) 
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年度 所属 事業内容 

H31 

芸大 

西キャンパス X 棟全館 LED 照明更新工事 

 

 

東キャンパス 3 号館・8 号館 LED 照明更新工事    

 

滝幼 園舎 LED 照明更新工事 

H30 
芸大 

西キャンパス Z 棟高効率空調機更新(人感センサー付) 

西キャンパス高圧受電統合（主キャンパス+Z 棟） 

クリエ 保育室・遊戯室高効率 GHP 空調機更新 

H29 芸大 西キャンパス H・K 棟高効率空調機更新(人感センサー付) 

H28 
芸大 

全体 

東・西キャンパス各棟使用電力計測装置設置及び空調デマンド

計測 

高圧受電 6 ヶ所の特定電気事業者(PPS 事業者)による入札決定 

H26 芸大 

東 9 号館屋上太陽光発電設備設置(10kw) 

 

東第 2 変電所高効率トランス更新 
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年度 所属 事業内容 

H24 芸大 東１号館設備集中監視制御システム更新 

H23 芸大 

東１号館屋上太陽光発電設備設置（20kw） 

 

東１号館省エネ照明更新、省エネトランス更新 

西 C・D・E・F 棟工房屋根･外壁･照明省エネ改修 

 

西 Z 棟省エネ照明更新、G 棟高効率空調機省エネ照明更新 

H22 芸大 

西体育館屋上太陽光発電設備設置（40kw） 

 

西省エネトランス更新、A･H･K 棟省エネ照明更新 

H21 芸大 

1・5 号館高効率空調機リニューアル 

Ａ・Ｂ棟 LED 照明・人感センサー等取替 

1・3・5・6 号館 LED 照明・人感センサー等取替 

H20 芸大 1 号館高効率空調機リニューアル 

H19 芸大 

学生食堂･1 号館空調機インバーターリニューアル 

重油ﾎﾞｲﾗｰ熱源リニューアル 

屋外緑化 
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年度 所属 事業内容 

H18 

芸大 3 号館講堂照明システム改修 

短大部 1 号館空調機インバーターリニューアル 

滝幼 園バスの天然ガス自動車買い替え 

H17 芸大 東キャンパス４号館ガス空調機（GHP）リニューアル 

H16 
芸大 西キャンパス U 棟ガス空調（GHP）リニューアル 

保専 清雅館ガス空調（GHP）リニューアル 

H15 
芸大 

東キャンパス 3 号館ガス空調機（GHP）リニューアル 

西キャンパス高圧受電設備を省エネ機器に改修 

クリエ 園バスの天然ガス自動車買い替え 

H14 芸大 
東キャンパス空調機デマンド制御設置 

西キャンパス空調機デマンド制御設置 

以 上 


